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構成主義的政治理論の三層をデル  
ーイギリス労働党のE町政策を事例とした試論一  
近藤 康史  
1．はじめに   
構成主義（constructivism，COnStruCtionism）とは、暫定的に定義しておくならば、  
規範、言説、アイディア、シンボルといった形で概念化された間主観的要素が、アク  
ターの認識や行為に作用し、その結果として一定の帰結が「構成」されるとする理論  
である。「冷戦」の崩壊、「国民国家」を超える形でのグローバル化や地域統合の進展、  
一国レベルにおける「福祉国家」の転換など、顕著な安定性を戦後において見せてき  
た各種の政治構造や制度が、その「自明性」を解体されるかのような変化にさらされ  
ている現在、これらの政治的変化の持つ意味を読み解き、その要因を分析することが  
要請されつつある。構成主義は、これらの「変化」に関する動態的な分析を可能にす  
る理論として、政治学の様々な分野において注目されている1。   
M．リックバックによる分類を参考にしながら（Lichbach，1997）、政治学・比較政  
治学において展開されている理論的諸潮流を図1のように整理すると、構成主義の理  
論は「間主観性」を主要な説明変数として採用する「文化主義」の系譜に位置づけら  
れうる。そのことはもちろん、構成主義の理論が、合理主義や構造主義の系譜と接点  
を持たず、文化主義の系譜の中で理論的に完結しうることを意味しているわけではな  
い。筆者は以前、主に比較政治学の領域で展開されつつある「アイディアの政治」の  
理論を取り上げ、その「構成主義的」性格を抽出する作業を行った（近藤，2007）。  
そこでは、「アイディア」という間主観的要素が、個人の利益や選好、および様々な  
政治構造・制度と相互作用することで、一定の政治変化が「構成」されるプロセスに  
焦点を当てた。間主観性を強調する「アイディアの政治」が、合理的選択論など「合  
理主義」や、新制度論など「構造主義」の系譜にある諸潮流と交錯することにより、  
「政治学の新潮流」の契機となりつつある点に注目したのである（近藤，2007）。この  
場合筆者は、その横軸 【 利益（合理主義）・アイディア（文化主義）・制度（構造主義）  
図1政治学の理論系譜における「構成主義」の位置づけ   
66  近藤   
という、三潮流間での「横断」的相互関係一に着l］し、「アイディアの政治」の持  
つ「構成主義」性を議論してきたと言える。   
しかし冒頭部で行った定義からすれば、「構成主義」の理論は「アイディアの政治」  
の領域のみで展開されているわけではない。同様に間も観性に着Fける中にも、様々  
な理論潮流が存在するのであり、「アイディアの政治」はその中のひとつに過ぎない。  
したがって、「構成主義的政治理論の▲－i】‘能性」をより包括的に議論する際には、文化  
主義内部での関係一同じく「間主観的要素」に柱【二lしつつも、マクロ・メゾ・ミク  
ロという異なったレベルに位置づけられ、それぞれl軋有の形で「構成主義」を提起し  
てきた諸潮流間での相互関係一にも柱目することが必要と思われる。一本稿では図1  
における縦軸に注月し、これまで構成三、iミ義的吋能性をもって提起されてきた様々なア  
プローチを三つのレベルに整理したうえで、それぞれのレベル間の連関を明らかにし  
ながら、理論的統合を試みたい。その作業を通じて、構成riミ為的政治理論の体系化を  
図りつつその理論的到達点を示し、抑制二経験的研究への過川の吋能性を探ることが  
目的である。  
2．構成主義の三つのレベル  
「構成主義」のアプローチによる諸研究は、政子か割こおいては国際間係論や比較政  
治などで、また、より広く社会科学全般を見渡すならば、社会学における社会閉趨研  
究や社会運動論、さらには心理学など、多くの学問領域において麒開されている。そ  
の中では経験的研究の蓄積も見られるが、理論的には百家争嶋ともいうべき状況にあ  
り、必ずしもその体系化が十分に行われてきたわけではないく＝メ したがって、「構成主義」  
について議論する場合でも、アクターの選好に対する間主観的安素の「影響」を論ず  
る「合理主義」に近いモデルから、「客観世界が存在すると想定せず、世界が構成さ  
れている方法を理解しようとする」リフレクティヴイズムまでその帖は広く、柵‾互の  
論争さえ惹起している（Christiansenetal．，2001，8；Wiener，2006），。本稿ではまず、「構  
成主義」に位置づけられうる諸アプローチを三つのレベルに整理し、個々の特徴と相  
互の関係性について考えてみたい。  
2．1．社会構成主義－マクロ・レベル  
「構成主義」という場合、その出自となるのは、社会学や心理学の領域で展開され  
ている「社会構成主義」の系譜である。社会構成主義においては、ある社会構造や事  
象を、間主観的な人々の相互作用を通じて、言説、観念あるいはメタ物語として社会  
的に構成されたものとして捉える。またそのマクロな言説・規範構造を通じて、個々   
構成主義的政治理論の三岡モデル 67  
の主体のアイデンティティも構成されているとする。これらの点で、構成主義の中で  
も特にマクロ・レベルへの関心を持った潮流として位置づけられうる。   
この「社会構成主義」自体が、－自らを「constructionism」と呼ぶか「constructivism」  
と呼ぶか、また、日本においては「構成主義」と呼ぶか「構築主義」と呼ぶか、とい  
う点での不一致からも伺えるように－自らの定義をめぐって論争状態にあるとも言  
える（Hacking，1999；千臥2001）が、最も基本的な共通点を挙げることは可能である。  
それは「自明の知識への批判的スタンス」を共有し、その自明性を支える「本質」や  
「実在」を解体する点である（Burち1995，翻訳4－12）。社会構成主義は反本質主義ない  
しは反実在論という性格を持ち、本質や実在を帯びたように見えるものは、言語およ  
び人々の言語的実践を通じて、「観念」として構成されているとする（Hacking，1999，  
翻訳31）。したがって、社会構成主義において、規範、言説、アイディアといった形  
で概念化された「間主観的要素」は、ある社会構造や主体のアイデンティティを碑成  
する不可欠な要素となる2。   
議論の対象となっている「構成主義的政治理論」もまた、これらの社会構成主義の  
理論的関心を共有している。例えば、「グローバリゼーション」といった事例は、何  
らかの客観的本質を待った存在としてではなく、一定の政治的意図を持った言説や観  
念として構成され、その影響力をもって、「小さな政府」や「民営化」といった政治  
制度・政策の変化へと結び付けられている（HayandRosamond，2002，151）。   
とはいえ、社会構成主義の潮流を政治学へと応用する場合、いくつかの問題点や補  
完が必要な点も存在すると思われる。第一に、ある個別の政策や政治的スタンスは、  
社会レベルでの言説や観念から必ずしも直接的には演縛されえない、という問題であ  
る。社会構成主義が注目する社会レベルでの「言説」、「観念」あるいは「物語」は、  
そもそも「抽象レベルの高い」存在であるが、政治の場で形成される制度構想や政策  
は、より具体的な内容を伴う（Larsen，1999，454）。したがって政治学に社会構成主義  
の観点を導入する場合、社会レベルでの「言説」を利用しながら、あるいはそこから  
の制約を受けながら、固有のダイナミクスをもった政治の場において、いかに具体的  
な政策構想が編成されていったのかを、別レベルで考察する必要が生じる。   
第二に、社会構成主義は、客観的な実在と考えられていた構造や事象が、実は人為  
的かつ主観的に「構成」された性格を持つものであることを「暴く」という、「偶像  
破壊的な問題意識」をその使命のひとつとしてきた（Hacking，1999，翻訳116）。した  
がって、その構造やコンテクストの「理解」を言説分析をもって行うことに主眼が置  
かれ、「変化」への関心が希薄化される傾向がある。もちろんガーゲンのように、既  
存の構造を形成してきた言説の理解を超えて、それに取って代わりうる新しい言葉  
や解釈、表現－「生成的言説」～の必要性を強調する論者も存在する（Gergen，  
1999，翻訳75）。しかしそこを強調するのであれば、様々な「言説」の競合を経て、¶   
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定の「生成的言説」が紡ぎだされていくという政治のプロセスへの着目が必要となる  
と思われる。   
以上の二点は相互に連関している。政策や政治制度は、社会的規範構造や言説の単  
なる「反映」ではない。単なる反映とした場合、「具体性を欠く」という問題ととも  
に、「あまりに構造主義的な議論」となる危険性を内在させることになるだろう（Diez，  
2001，16）3。そうではなく、様々な社会的言説が、具体的な政治的争点に結び付けら  
れながら利用され、その結果、競合的な関係の中で一定の「生成的言説」が形成され  
ていくという、動態的な政治的プロセスのレベルでの考察が必要となる。つまり、マ  
クロな社会レベルに存在する様々な言説、観念、メタ物語を、具体的な政治的争点と  
共鳴させる形で接合し、その正統化を図るという、政治的領域における競合プロセス  
への着目である。  
2．2．アイディアの政治－メゾ・レベル  
「アイディア」という間主観的要素の、政治的プロセスにおける機能に着目したの  
が、近年政治過程論や比較政治学の領域で展開されつつある「アイディアの政治」の  
潮流である（宮本，2006；近藤，2007）。ここで「アイディア」とは、「個人によって  
保有されている信念」と定義される（GoldsteinandKeohane，1993，3）。「アイディア」  
には、専門知識に裏付けられた具体的な政策構想などを通じて「現在の諸問題に対し  
て効果的な解決」を提供する「認知的機能」と、抽象的な信念のレベルから「価値の  
観点においてその適切性を証明する」「規範的機能」の両者が内包される（Schmidt，  
2002，213）。これらの機能によって、「アイディア」は人々の選好・認識を変化させる  
権力資源として作用し（Hall，1989）、新たな政策・政治制度への「青写真」を擢供す  
ることで、政治変化の重要な要因となる（Blyth，2002）。   
この両者の機能のどちらにより着日するかで、「アイディアの政治」内部にも様々  
なバリエーションが生まれるが、いずれしろその本質は、「アイディア」の存在自体  
への着目に尽くされるものではない。重要なのは、当初は一部のアクターのみに保有  
されていた「アイディア」が、その認知的機能と規範的機能とをもって、多くのアク  
ターへと共有された結果、一定の政治的正統性を獲得していく過程に注目する点であ  
る。言い換えれば、「アイディアの政治」が構成主義的性格を持つのは、単に「アイディ  
ア」という間主観的要素を説明変数として取り込んだ点においてではなく、「アイディ  
ア」がその固有の機能をもって他のアクターの認知構造を変化させ、一定の政治的結  
果を「構成」する点への着目においてである（近藤，2007）。  
「アイディア」の共有や正統化を通じた構成主義的性格をそこに見出すならば、前  
述の「社会構成主義」との間で、一定の補完関係が形成されていることに注目できる  
だろう。抽象性、構造主義的性格、および動態的な政治プロセスの必要性といった、   
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社会構成主義の内包する問題点を、それぞれ専門知識や具体的な政策構想への着目、  
政治の場においてそのアイディアの共有や正続化を図るアクターの戟略と競合プロセ  
スの重視といった形で克服しうる意義が、「アイディアの政治」には認められる。   
しかしこのことは逆に、「アイディアの政治」の側が、社会構成主義の提起したマ  
クロ・レベルでの言説や観念への着目によって、補完される必要性も示している。と  
りわけ、あるアイディアの共有や正統化の成否という問題を考えた場合、単にその政  
策アイディアが専門的知識を伴って「正しさ」を提起しているかという点だけではな  
く、客観的正当性を超えて、規範的・価値的に「望ましい」と認知されるかという点  
が重要なポイントとなる。先にあげたアイディアの二つの機能からすれば、「規範的  
機能」が重要となるわけだが、その機能を達成しつつアイディアが一定の構成的役割  
を果たすためには、よりメタなレベルで展開される物語や言説、意味のフレームワー  
クを利川できるかが鍵となる。   
例えば、山”〟・国レベルでの「／トさな政府」的政策アイディアの正統性を高めるために、  
「グローバルな軽酒儲争を勝ち抜くためには、企業負担の軽減が必要不可欠だ」といっ  
た形で「グローバリゼーション言説」が利用されることは、頻繁に見られる政治的試  
みである。この場合、「グローバリゼー ション」は、マクロなレベルでの社会的言説  
として、「社会、政治、経済的発展が秩序化され理解可能になるための、認知的フィ  
ルター、フレーム、あるいは概念的レンズやパラダイムを供給」している（Hayand  
Rosamond．2002，151）。「グローバリゼーション」が実在するかどうかは問題ではない。  
問題なのは、社会的に構成された「グローバリゼーション」言説や観念が存在するか  
どうかである。，よりマクロなレベルで社会的構成を受けた言説や観念を利用し、具体  
性を帯びた個々の政策アイディアの規範的機能を強化することが、「アイディアの政  
治」のレベルでも重要になる。したがって、メゾ・レベルでの「アイディアの政治」  
もまた、マクロ・レベルでの「社会構成主義」の発想からの補完を受ける必要がある。   
他方、よりミクロなレベルからの補完もまた必要となる。一言で言えば、それは「動  
員」のレベルである。「アイディアの政治」において重視されるのは、そのアイディ  
アが他のアクターに「共有される」過程であるが、その場合、これらの「アイディア」  
の′受け手となる主体へと視点を広げる必要が生じる。ある「アイディア」が、一般の  
有権者も含めて、個々のアクターに「受容」されたこと、あるいはその「アイディア」  
によって受け手の側がその選好や認知を「変容」させたことは、どのように論じられ  
るのだろうか。「知識共同体」（Haas，1992）であれ「政策パラダイム論」（Hal1，1993）  
であれ、「アイディアの政治」の潮流はその「アイディア」を生成・発信する政治的エリー  
トの分析に集中する傾向があるが、とりわけ「変化への動員」という論点を考えた場  
合、ミクロ・レベルでの「動員」にどのように成功したのか、またそれはどのように  
分析できるのかという問題に突き当たると思われる。   
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2．3．フレーミング諭－ミクロ。レベル   
アイディアやシンボル、レトリックといった間主観的な認知的要素に着目しつつ、  
このようなミクロ・レベルでの動態を解明しようとするのが、フレーミング論の潮流  
である。フレーミング論は主に社会遊動論を中心として展開されてきた理論であり、  
社会遊動の発生・成否は単に構造的要因や利益的な側面に規定されるのではなく、参  
加者が「自身の生活や世界一般の出来事を、『位置づけ、認識し、朴一化し、分類す  
る』ことを可能にする『解釈の図式』」（Snowetalリ1986，464）を与えられることによっ  
て初めて、社会運動が構成され、多くの支持者を獲得し成功するとする。したがって  
社会運動の成否は、「集合行為を正当化し動機付けるような、世界や自己に関する共  
有理解を形成する、人間集剛こよる意識的な戦略偶努力」としての「フレーミング」  
（McAdametal．，1996，6）に依存している。，この理論は、参加者の問での認知的過程  
を重要視し、「解釈の図式」が参加者の問での「共有」へと拡大する過梓と卿飢二焦  
点を当てることにより、動態的な分析を可能にした。   
フレーミング論を用いた研究は、社会遊動論にとどまらず、様々な対象へと広がっ  
ている。それらにおいては、記述的な事例研究のほかに、統計的な手法が用いられる  
場合も多く、例えばアイエンガーは、メディアによるニュースの提示方法が、貧困と  
いう争点に対する視聴者の理解の遠いを生み出すことを、社会実験によって示した  
（Iyengar，1990）。またコックは、クリントン政権期の医療制度改革において、政治的  
エリートのフレーミングによって、医療保険制度に対する市民の選好構造が劇的に変  
化したことを、世論調査データを統計的に処理しながら、実証的に示している（Koch，  
1998）。   
このようなフレーミング・プロセスへの着目は、l二で提起した「アイディアの政治」  
の問題点を考える上で重要性を持つ。例えば、政治的エリートが、何らかのシンボル  
やレトリックを利用しながら、政策や争点を定義し単純化することで、世論に影響力  
を行使し、政治的にアピールすることは、日常的に行われている（〕この場合、「フレー  
ム」の提起によって、ある政策争点の理解に関して自らに有利な視角を設定し有権者  
の政治的選好を規定することで、個々の有権者を自らのアイディアの共有者へと「動  
員」する試みが含まれている（Koch，1998，211－2）。   
したがってフレーミング論は、先に提示された「アイディアの政治」の問題点を、  
ミクロ・レベルから克服・補完しうる理論枠組として位置づけうる（。メゾ・レベルに  
おける「アイディアの政治」は、多くの場合政治的エリート間での「アイディア」の  
やり取りに焦点を定め、それを政治過程の事例研究や、国家間の比較分析から解明し  
ようとする傾向が強い。しかしフレーミング理論を採用することによを）、政治的エリー  
ト間にある「アイディア」がどのように一般市民のレベルで受容されたのかという、  
よりミクロなレベルでの動態に、例えば選挙や世論調査のデータなどを統計的・実証   
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的に処理しながら、焦点を当てることが可能になるのである。   
しかしフレーミング理論自体も、とりわけ政治学に応用しようとした場合には、他  
のレベルからの補完を必要とする部分もある。まず第一に、フレーミング理論の出自  
はやはり社会学にあり、例えばマス・メディアと視聴者との関係といったように、社  
会的アクター間のフレーミング関係に焦点を絞ったものが多い。その結果、メディア  
などによるレトリック戦術やシンボル操作が「フレーム」として想定されるケースが  
多く、「内容」よりも「提示方法」が焦点となる4。しかし政治学的には、争われるの  
は政策の「内容」であり、いかにレトリック等の戦術が前面に出る場合でも、政策的  
内容を伴わない、あるいはそれから禿離したフレーミングは効果が薄いと考えられる。  
政治的エリートと有権者との間でのフレーミング関係を扱う場合には、メゾ・レベル  
での政策アイディアやマクロ・レベルでの社会的言説が、「フレーム」に対していか  
なる具体的内容や根拠を与え、それがどのような影響を及ぼしたのかという観点から  
の分析が柱となるだろう。   
第二に、時間軸の問題がある。社会連動であれ、マス・メディアの影響であれ、選  
挙結果であれ、どのような対象に焦点を定めた場合でも、フレーミング理論は短期的・  
一時的な動員の分析にととまらざるを得ない部分がある。しかし、これらのフレーミ  
ング脚削こよって、一定の認知構造がいかに定着したかという、より長期的な観点か  
らの分析を進める必要も生じるだろう。その「定着」したフレームこそが、マクロ・  
レベルでの社会的言説の構成へと結実していくと考えられるからである。  
2．4．三層モデルへ   
構成主義的性格を持つ諸アプローチは、主に以上の三つのレベルに整理されうる。  
これらの三潮流は、「規範、言説、アイディア、シンボルといった様々な形で概念化  
された間主観的要素が、アクターの認識や行為に作用し、その結果一定の帰結が「構  
成」されるとする」という構成主義の基本的特徴を共有しながらも、それぞれ①マク  
ロな社会構造、④メゾ・レベルにおける公共政策・制度、③ミクロな政治的動員とい  
う異なったレベルを対象としている。そしてそれぞれが固有の理論枠組や分析手法を  
確立しようとしており、「構成主義」の理論として一定の可能性を示しているといえ  
るのである（表1）。   
しかし見てきたように、いずれの理論も単独としては固有の問題点も指摘されうる。  
表1構成主義の三つのレベル  
レベル   理論枠組   分析対象   分析方法   
マクロ  社会構成主義  社会的な規範構造、言説、観念、物語   言説分析   
メゾ  アイテざィアの政治   公共政策   事例研究、比較分析   
ミクロ  フレーミング論  世論（選挙）、個々のアクターの動員  統計分析、質的調査  
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とりわけ、社会構成主義であれフレーミング理論であれ、構成主義は社会学の分野に  
おいて発展を見てきた部分が大きいが、こと政治学において制度や政策の「変化」を  
分析しようとする場合には、様々な補完を必要とする。しかし、各レベル相互の連関  
を検討することで、それぞれの個々のレベルでの問題点を補完・克服する手がかりを  
得られるとともに、対象の点のみならず枠組や方法的側面においても、トータルとし  
て「構成主義的政治理論」を形成しうる方向性を見出すことができるのではないだろ  
うか。   
この相互連関を整理すると、囲2のようになる。まず第一に、（1）マクロ・レベル：  
社会構成主義と（2）メゾ・レベル：アイディアの政治との間においては次のような  
相互連関が示される。「アイディアの政治」は社会構成主義を視野に入れることによっ  
て、様々な政策アイディアに内在する意味のフレームワークや「言説」の存在を意識  
し、その「規範的機能」の可能性に対して手がかりを得ることができる。逆に社会構  
成主義の側は、「アイディアの政治」の発想を取り込むことによって、社会内の「言説」  
が、政治の場における動態的な競合を経ながら具体的な内容を持った政策として立ち  
上がっていくプロセスの分析と、それに伴う新たな言説の「生成」を視野を入れるこ  
とが可能になる。   
第二に、（2）メゾ・レベル：「アイディアの政治」と（3）ミクロ・レベル：フレー  
ミング論との相互連関について。「アイディアの政治」はフレーミング論の手法を取  
り入れることによって、政策エリート間で生成された「アイディア」が、どのように  
他のアクターに受容され共有されていくのか、その「動員」のプロセスを視野に入れ  
ることになる。他方、フレーミング論は、フレーミングに利用されるシンボルやレト  
リックに対して正当性の根拠を与えるような政治的「アイディア」を取り込むことで、  
構成の積み重ねによる、言説の長期的な安定化  
意味のフレームワークの取り込み  
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より政治的内容を伴ったフレーミングを議論することが可能になろう。   
最後に、（1）マクロ・レベル：社会構成主義と（3）ミクロ・レベル：フレーミン  
グとの相互連関について。 フレーミング論は、社会構成主義の知見を生かすことによ  
り、よりマクロなレベルで存在する「意味のフレームワーク」を自らの「フレーム」  
概念に取り込み、社会的な言説構造との制約関係の中でのフレーミングの成否を分析  
することが可能になろう。逆に社会構成主義の側は、フレーミングという「動員」過  
程に注目することで、長期的な安定性を獲得したマクロ・レベルでの言説構造が、個々  
のアクターの短期的な動員戦略の繰り返しによって、どのように構成／解体されて  
いったかについて、より動態的な変化の分析を視野に入れることになるだろう。  
3．経験的研究への適用可能性－ブレア労働党政権期のEU政策をめぐって  
3．1．構成意義的政治瑚諭とヨーロッパ政治   
以上の理論化を踏まえ、次なる課題は経験的研究への適用可能性の検討である。構  
成主義的政治理論は、現在の様々な政治的変化に関する動態的な分析を可能にする理  
論として注目を集めているのであり、その理論的貢献は、経験的研究への適用可能性  
によっても測られる必要がある。   
どのような事例が、「構成主義的政治理論」による経験的研究の対象として価値を  
持ちうるのであろうか。消極的にいえば、構成主義は「文化主義」の潮流に位置づけ  
られるので、合理主義や構造主義の分析によっては説明が困難であるような事例にお  
いて、まず分析が試みられるべきだろう。またより積極的な観点からは、構成主義が  
共有する「社会を知識の観点から検討する志向性」からして、言語や言説から切り離  
しては存在し得ないと考えられるような過程によって、その政治的変化が導き出され  
ている対象を扱う際に、その力を発揮すると言える。例えば、「ジェンダー」や「民営化」  
のように、その言語自体の意味の解釈をめぐって、政治変化の過程が進む対象の場合  
である。   
このような観点から、構成主義による政治学的研究の一定の蓄積が見られるのが、  
ヨーロッパ統合に関する領域である。その主な理由は、ヨーロッパないしEUが、単  
に政治的・法的組織としてのみ成立しているのではなく、それに正統性を与える「共  
有された規範」としての性格を含んでいるためである（Christiansenetal．，2001，13）。  
つまり、「ヨーロッパ」自体が「浮遊するシニフィエ」であり、その意味は競合し変  
化している。ヨーロッパ統合は、「ヨーロッパ」というラベル、言説をめぐっての正  
統化の過程でもあり Uachtenfuchsetal．，1998，412）、「ヨーロッパ」自体が、社会的  
構成の対象でもある（Christiansenetal．ed．，2001）。   
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このような「ヨーロッパ」言説の構成は、一国レベルやEUレベルでの各種の公共  
政策レベルで争われている。例えば、経済政策であれ共通外交政策であれ、その政策  
アイディアの背景にあるのは常に、「どのようなヨーロッパを目指すのか」という問  
いである。一国的アクターは、多くの異なった方法で「ヨーロッパ」を解釈しその言  
説を利用する裁量を持つ（Radaelli，2006，59）。そのことで、国内レベルでの正統性確  
保を行うとともに、ヨーロッパ・レベルでの共通政策を構築する場合には、各国が自  
らの解釈に基づいた政策アイディアを持ち寄ることになる。その場合、EU自体がそ  
れらのアイディアの闘技場となり、これらの公共政策アイディアの競合と紛争を経て、  
「ヨーロッパ」自体が構成されていく過程も生み出される。   
さらに、しばしば「ヨーロッパ・アイデンティティ」といった問題群として示  
されるように、ヨーロッパ・EUをめぐる問題は、諸個人のアイデンティティ形成  
の過程としても捉えられる。その過程においては、「社会化や象徴政治の実践を通  
じたアイデンティティの再／構成の観点」が重要な焦点となる（Wiener，2006，45；  
Christiansenetalリ2001，13）。ヨーロッパ統合とは、そこに属する諸個人のアイデン  
ティティを、一定の「ヨーロッパ」的方向へと、フレーミング実践を通じて形成・動  
員していく過程でもある。   
以上のように、ヨーロッパ統合を、構成主義的政治理論の三層モデルによって位置  
づけることができる。図3のように、マクロ・レベルとして「ヨーロッパ」言説、メゾ・  
レベルとして一国レベルおよびEUレベルにおける公共政策アイディアの競合・形成、  
そしてミクロ・レベルに諸個人におけるヨーロッパ・アイデンティティの形成・動員  
という論点が当てはまり、またそれぞれが相互連関していると考えられるのである。  
3．2．ブレア労働党政権期のEU政策一橋成主義的政治理論を用いる手がかりとして   
以下では一つの事例として、ブレア労働党政権期のEU政策を取り上げてみたい。  
「扱いにくいパートナーaWkwardpartner」（George，1998）というレッテルに象徴さ  
れるように、従来イギ リスはEUの中で最も疎遠かつ受動的・対立的な存在として扱  
われてきた。しかしブレア労働党政府は、その歴史的経緯を打ち破り、イギリス政治  
マクロ   「ヨーロッパ」言説  
ヒ  
ヨーロッパ・レベルないし各国レベル   
旦  
メゾ  
におけるEU公共政策  
ミクロ   ヨーロッパ・アイデンティティ（市民社会）   
言説形成   
図3 構成主義的政治理論とヨーロッパ政治  
構成主義的政治理論の三層モデル  7S  
史上において最もEUに対し好意的・積極的なコミットメントを行ってきたのであり、  
それはイギリス政治上のひとつの「転換」として捉えることができる。このような転  
換にはどのような意味があったのか。またその戦略的転換はいかなる効果を持ちうる  
のだろうか。   
これらの論点を考える場合、まず念頭に置かれるのは、この事例が利益や構造の観  
点からは分析や解釈が困難な点である。そもそもEUへのコミットメントは、ブレア  
政府にとって相反する利害を持つものである。ユーロ参加をはじめとして、EUに積  
極的にコミットすることはイギリスの経済的利益につながるだろうが5、逆に、反ヨー  
ロッパ的志向の強い国民世論を考えた場合6、積極的なコミットメントは「不人気政策」  
であり、支持率や選挙の面で不利になる。また、イギリスにはEUに積極的になりえ  
ない歴史的繚絡も存在する。国民の間に広がる「反ヨーロッパ」的アイデンティティ  
も、これらの歴史的経路が原因でもある。いずれにしろ、利益や制度の面から直接的  
にほ、ブレア政府の姿勢は導かれない。   
しかし、主な制約要因が国民のアイデンティティ面にあるのだとすれば、逆にそれ  
らのアイデンティティを「親ヨーロッパ」的な方向へと構成していくことができるか  
が、政策転換の成否を決める要因となりうる。その際には、「親ヨーロッパ」へと国  
民を動員しうるような「ヨーロッパ」言説の形成、および、その言説を裏付けるよう  
な政策の提示が戦略的に鍵を握ることになる。つまり、言説・アイディア・アイデンティ  
ティの三レベルでの攻防が、ブレア労働党政権のEU政策を評価する際の主要な参照  
点となるのである。その結果、このブレア政府の戦略を、様々な対EU政策やEUへ  
のコミットメントを通じて（メゾ■レベル）、既存の「ヨーロッパ」言説の転換を図  
り（マクロ・レベル）、その言説をも利用しながらイギリス市民社会を「ヨーロッパ」  
的方向へと動員しようとする（ミクロ・レベル）試みとして位置づけうる。  
3．3．「ヨーロッパ」言説の転換   
先にも述べたように、ヨーロッパに対するイギリスの態度は、しばしば「扱いにく  
いawkward」あるいは「いやいやながらのreluctant」と形容されることが多い。歴  
史的に見て、何が障壁となってこういった姿勢を生み出してきたのだろうか。   
第一に、政治レベルにおける「主権」の問題である。イギリスにおいては、中央集  
権的なウェストミンスター型議会主義が国家／国民言説の結節点をなしており、イギ  
リスという国民国家の統一性ヤー体性の中心は、この主権的議会にある。この強力な  
議会主義の伝統に加え、国王やかつて準備通貨としての地位を誇った通貨ポンドの存  
在は、制度、集合的記憶、シンボルの面から、ナショナル・アイデンティティの核と  
して「イギリス性」を社会的に構成している。いずれも「主権」を象徴するシンボル  
であり、政治レベルで主権をプールするようなヨーロッパ政治秩序の構想とは、和解   
7（1 近藤  
が困難となる（Larsen，1999，459；Risseetal．，1999，160－2）。とりわけ、EUを「超国家」  
あるいは「連邦」として構想するような「ヨーロッパ」観とは鋭く対立してきた。   
第二に、経済レベルにおける「市場秩序」の問題である。それでもイギリスがEU  
に加盟してきたのは、単一市場から得られる経済的利益を重視したためである。「主  
権」の観点からはECのプロジュクl、を徹底的に批判したサッチャーも、こと経済的  
な観点からはECの価値を認めてきた。しかし、「アングロ・サクソン型」ないしほ「自  
由市場塑」と形容されるイギリスの政治経済システムは、EUの中核をなす大陸ヨー  
ロッパ諸国における「社会市場型」「調整型」政治経済システムとは、やはり対立す  
る（HallandSoskice，2001）。したがって、後者のプロジェクトの拡大としてEUの  
政治経済システムが構想される場合には、イギリスはやはり「扱いにくいパートナー」  
となった。とりわけ、ドロール期に登場した「社会的ヨーロッパ」の構想に対するサッ  
チャーの激烈な批判はその典型であり、「社会憲章」が実現した際にも、イギリスは  
オプト・アウトの道を選んだ。   
以上の二点から、イギリスにおいて「ヨーロッパ」は基本的に「他者なるもの」と  
して構成されてきた。それは、フランスが自らリーダーシップを振って「ヨーロッパ」  
をフランス的普遍価値に基づいて構成し、いわばフランス的な「ヨーロッパ」構成を  
通じて自らの自律性や利益、アイデンティティを促進するという戦略をとったことや、  
あるいはドイツが、自らを「ヨーロッパ」へと包摂することを通じて、ナショナル・  
アイデンティティや国家主権の再生を図ったのとは、対照的な位置にあった（Schmidt，  
2006）。   
EUへの積極的なコミットメントには経済的利益も多いが、しかし従来の「ヨーロッ  
パ」にイギリスが包摂されることは、それが「他者」であるゆえに障壁を抱える。ま  
たその障壁を中央突破して、EUに包摂されることは、市民社会レベルで不人気とな  
る。イギリスのヨーロッパに対する態度は常にジレンマを抱えており、それが「扱い  
にくい」「いやいやながらの」とはいえ「パートナー」ではあるという立場を形成し  
てきた。この状況の下での、ブレア労働党政府による「建設的関与」への転換は、こ  
れまで障壁とされてきた「イギリス性」を、逆にヨーロッパ・レベルへと拡大するこ  
とによって、「ヨーロッパ」言説の転換を図るものと見ることができる 。つまり、自  
らリーダーシップをとって「ヨーロッパのイギリス化」を目指すという戦略として位  
置づけられうるのである。そのことにより、少なくともイギリス内での「ヨーロッパ」  
言説を転換し、国内的な支持獲得を目指した。しかし、そういったマクロ・レベルで  
の言説を転換し、ミクロ・レベルでの支持調達を達成するためには、その媒介として  
メゾ・レベルでの政治的コミットメントが必要である。したがって、 単に一国的な言  
説レベルだけではなく、EUの公共政策レベルにおいて「イギリス的なヨーロッパ政  
策」を推進する必要があるが、イギリス側から見たそのような「建設的関与」は、他   
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の加盟国から見れば「異質なヨーロッパ」の参入であり、EUレベルにおいて「ヨーロッ  
パ」言説をめぐる紛争ラインが形成されることにもなる。  
3．4．ブレア労働党政府のEU政策－「ヨーロッパのイギリス化」への機略   
以上のような視点をもって、ブレア労働党のEU政策の展開を取り上げながら論証  
することが今後の課題となるが、本稿ではその見取り図についてのみ簡単に示してお  
きたい。   
ブレア自身のスピーチや、労働党の政策文書などを見た場合、そこにはEUに対す  
る共通した現状把掘と、その処方箋の像が浮かび上がる。まずEUについての現状把  
掘は、ブレアのスピーチの次のような一節に典型的に示されている。  
「我々は、市民のヨーロッパを求めている。自由貿易、産業の強さ、高いレベル  
での雇用と社会的公正、民主主義。そのビジョンに対抗するのが官僚制的ヨーロッ  
パである。開かれた通商への反対、不必要なルールと規制、CAP（共通農業政策）  
のヨーロッパ、どこへも導かない終わりなき委員会。しかし我々は、ヨーロッパ  
で重要にならなければ、ヨーロッパを形成できない。単一通貨をめぐって雉しい  
選択があることも私は知っている。イギリスの国益に基礎を置く我々の政策は、  
不変である。しかし、我々はヨーロッパによって影響を受けるだろうし、それが  
働く方法にも影響を与えうる位置にとどまらなければならない」（1997年党大会）。   
つまり、現在のEUは二つの問題を抱えている。第一に、官僚制的硬直性であり、  
これはヨーロッパがその市民から尭離していること、つまり「民主主義の赤字」の要  
因となっている。第二には、そのような政治的硬直性から生じる規制・管理の多さで  
あり、これは自由な経済活動を妨げヨーロッパの経済的硬直性の原因となっている。  
現在の「ヨーロッパ」はこのような問題点を抱えており、そのままであればイギリス  
もまた悪影響を被るであろう。したがってイギリスは、積極的に「ヨーロッパ」へと  
コミットし、それを変えていかなければならない。このようにして自らの「建設的関  
与」の正当化を図るのである。   
ではその処方箋となる政策アイディアとしてはどのようなものが描かれるのであろ  
うか。一方ではEUにおける決定権限を、官僚制的な欧州委員会から、欧州理事会や  
閣僚理事会へと移すことなどが示される（Baker，2005，30）。これは「民主主義の赤字」  
からの脱却を、各国の代表者が交渉を行う過程を重視した「政府間主義」を強化する  
方向での改革によって目指すことを意味している。この「政府間主義」的な発想は、  
しばしば「超国家」「連邦制」とは対立的に扱われるアイディアで、あくまで「主権」  
を維持した各国政府の間での交渉を重視するものである。   
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他方では、進展するグローバリゼーションの中での経済競争に打ち勝つために、  
さらなるヨーロッパの経済自由化を進展させる方向性が明確にされる（托11a，2006，  
396）。その中では、かつてドロールの「社会的ヨーロッパ」構想の中で描かれたよう  
な労働者保護システムは否定される。安定したマクロ経済と、市場を利用した経済的  
ダイナミクスを重視し、雇用促進と教育・職業訓練などワークフェア的な福祉システ  
ムを構想するのである（HMTとeasuryi2001）。イギリス国内で一定の成功を見た「第  
三の道」的経済・社会政策を、EUにも拡大する志向である。   
ブレア労働党のEU政策は、これまで「イギリスのヨーロッパ化」への障害と考え  
られてきた「政府間主義」への志向と「アングロ・サクソン型政治経済」とを、「硬  
直的ヨーロッパ」への処方箋として接合したf二で、積極的にEUレベルに拡大し、「ヨー  
ロッパ」をよりイギリス的な方向へと作り変えようとする意図を持つと考えられる。  
これらのアイディアは、EUの政策過程において、様々な形で争われた。その代表例  
としてここでは「アムステルダム条約（1997年）」、「リスボン戦略（2000年）」、「ヨ←ロッ  
パ憲法条約（2004年）」におけるイギリスのコミットメントについて、簡ヱ酎二触れよう。、  
1996年から97年にかけて交渉が行われ、97年6JJに締結されたアムステルダム条  
約は、97年5月に政権を獲得したブレア労働党政府にとってEUへの基本的立場が  
問われる最初の機会であった。この過程において、特にイギリスの転換を示すことに  
なったのが「社会憲章」の批准である。先に述べたように、イギリスはlヨ由な経済活  
動を妨げるとしてメージャー保守党政府期に「社会憲章」からのオプト・アウトを選  
択していたが、この姿勢こそ国家主権、アングロ・サクソン型自由市場という二つの  
障壁の存在を如実に示すものであった｛二】この姿勢からの転換は、労働党政権への交代  
によりイギリスがその基本的姿勢を改め「ヨれロツパ化」を受け入れたと解釈され、  
また「ヨーロッパ社会モデル」に基づく共通社会政策を受け入れる契機として、EU  
加盟諸国から歓迎を受けた。   
しかし、「社会憲章」批准に閲しブレア政府がイギリスで展開した言説を見るなら  
ば、そこには別の意図が見出される。ブレアは、アムステルダム条約締結直後の議会  
演説において、「我々は、ダメージの原因となる領域での、加重多数決投票（QMV）  
の拡大を防ぐ。社会憲章にQMVを拡大したいと願う国々もあるが、その場合、孜々  
が憲章に調印していなくても、わが国の企業に影響を及ぼすだろう。その中にいるか  
ら、我々はそれを止めることもできたのだ」（1997年6月18日下院）と述べた。．ア  
ムステルダム条約においては、閣僚理事会における加重多数決投票（QMV）の拡大  
がテーマになったが、イギリスの基本的立場からすれば、QMVの拡大は「全会一致」  
に比べて「国家主権」を損なう可能性がある。ブレア政府は、共通社会政策における  
QMVの採用を食い止めるために、社会憲章に批准したとの説明を行うわけである．。   
また、このアムステルダム条約では「雇用憲章」の形成も鵬つの成果とされたが、   
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その雇用憲章についても、ブレアは次のように評価する。  
「新たな条約における雇用憲章は、仕事の創出の重要性を認識し、加盟国と連合に、  
フレキシプルな労働市場、および教育と職業訓練の促進という課題を設定するも  
のだ。それは、ヨーロッパが変化しかナればならない部分である」（同上）。   
ここには、後にブレア労働党政府の「第三の道」的経済・福祉改革の基本となる「ワー  
クフェア」の基本方針が示されているのであり、それをヨーロッパに拡大することに  
自らが踏み出し（また成功し）たことを宣言している。以上のように、EUでのデビュー  
となったアムステルダム条約は、ブレア労働党政府が、一方ではより国家の主権を守  
る「政府間主義」を維持・拡大し、他方では「アングロ・サクソン型モデル」に基づ  
きつつ、効率と公正とのバランスを取る「第三の道」の経済・福祉改革をヨーロッパ・  
レベルで推進するという、その「建設的関与」の基本姿勢を示すものとなったのであ  
る（Fella，2006）。   
この後、ブレア政府が志向するような形でのEUの変化が進行する。典型的である  
のは2000年3月の欧州理事会による「リスボン戦略」の採択であろう。リスボン戦略は、  
EUが「より多くのよりよい就労とより大きな社会的凝集性を可能とするような、世  
糾こおいて最も競争的でダイナミックな知識経済」を目指し、そのために加盟諸国  
は、将来にわたって維持可能な視点からの、一国的な社会保護システムの改善を必要  
とする、と宣言するものであった。この方針は、それまでの労働党がイギリス国内で  
採ってきた経済・社会政策の基本方針と一致したものでもある。ブレアによってこの  
成果は、「EUの経済的思考は、大きく変化した」と評価されることになる（Stephens，  
2001）。   
同時にリスボン・サミットの過程は、EUの決定過程における変化をも示すもので  
もあったと言われる。ブレアはこの過程において、スペインのアスナール首相をはじ  
めとして「ヨーロッパの他の首相との直接的な個人的コンタクト」を重視した戦略を  
とるなど、EUでの経済改革に関する決定過程の重心を欧州委員会から理事会に移す  
という試みを含むものであった。つまりこの試みには、EUの政策決定における「政  
府間主義」の次元を強化する意図があった（Ibid．，70）。   
これらの方向性を、EUの持つ「民主主義の赤字」という争点へとより直接的に結  
びつけていったのが、2004年以降の「ヨーロッパ憲法条約」をめぐる過程である。ヨー  
ロッパ憲法条約は、EUの様々な制度の役割や限界、政策メカニズム、能力、市民の  
権利を成文化することにより、最終的には「民主主義の赤字」に対処するという目的  
を持ったものであるが、ブレア政府はこの過程において、欧州理事会や閣僚理事会の  
機能の改善、大統領職の新設へと向けた提案を行っている（Baker，2005，30）。   
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ここにはどのような意図があったのか。ブレアはこの交渉の直後、「この条約が、  
連邦的超国家への傾斜だと深刻にとらえる人は誰もいない。それは新しいヨーロッパ  
なのだ」（Guardian，19June2004）と述べている。また、2005年総選挙労働党マニフェ  
ストでは、憲法条約に閲し、次のような記述が見られる。  
「憲法条約には、EUにできることとできないことが明記されています。またそ  
の条約は、EU関連の事象に対して、国民議会と政府の声を強く取り入れるよう  
にします。それは、イギリスにとって、そして新しいヨーロッパにとって、よい  
条約なのです」（LabourParty，2005）。   
憲法条約に対しイギリスが積極的に関与した結果、これまでの民主主義の赤字を克  
服するような「新しいヨーロッパ」の像が形成されるが、それは国家の主権を犠牲に  
した「超国家」や「連邦」のシステムではない。あくまで各国議会を通じて、それら  
の国民の声を最大限取り入れる「政府間主義」に基づいた処方箋こそが、従来のヨー  
ロッパの「民主主義の赤字」を克服するのであり、それこそがイギリスが形成しよう  
とする「新しいヨーロッパ」である、とされるのである。   
以上の過程を見ると、ブレア労働党政府のEU政策は、これまで「扱いにくいパー  
トナー」としての位置にとどまった政治的・経済的要因を、逆にヨーロッパへと拡大  
することを通じて、「ヨーロッパ」言説の転換を図るものであったと位置づけられる。  
その中では、「従来のヨーロッパ」は「官僚制的」「硬直的」な存在として意味を与え  
られ、ブレア労働党政府以降の積極的コミットによって生み出される処方箋－「新  
しいヨーロッパ」－は、「政府間主義」と「アングロ・アメリカ型市場」とを接合  
した新たな言説を中心として構成される。この言説はもちろん、 当初はイギリス国内  
の市民社会の支持を目指したものであったが、しかしそのような言説を受けた政策ア  
イディアはEUレベルに持ち込まれ、公共政策決定の場で争われるために、EU内に  
新たな紛争ラインを形成することになった。   
2005年5月には、フランスでの国民投票で憲法条約批准が否決され、6月にはオラ  
ンダでも同様に否決された。ユーロバロメーターの調査によれば、フランスでの反対  
理由の上位には、「雇用に悪影響」「リベラルすぎる」「社会的ヨーロッパがなくなる」  
といった「経済の自由化」の進展への危惧が、またオランダにおいては「情報不足」  
など「民主主義の赤字」をめぐる問題が上位に並んだ。いずれの場合も、それまでの  
ブレア政府が推進する「新しいヨーロッパ」像への不安を読み取ることができる 。ま  
た2005年下半期にはイギリスが議長国となり、2007～13年におけるEU中期予算の  
交渉に取り組んだ。その過程では、従来の共通農業政策（CAP）における市場価格  
支援や生産コントロールを批判し、自由化を目指すイギリスと、農業補助金の維持を   
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主張するフランスとの間で激しいつばぜり合いが繰り広げられた。このように、ブレ  
ア労働党政府の積極的なコミット以後、現在のEUにおいては、公共政策レベルにお  
いても、また市民レベルにおいても新たな紛争ラインが形成されているが、それはマ  
クロな「ヨーロッパ」言説をめぐる競合でもある。  
3．5．イギリス市民社会へのフレーミング  
「ヨ←ロツパでの指導的プレーヤーとなり」、イギリスの経済的利益を追求したいと  
いう欲求も持ちつつも、イギリス国内の反ヨーロッパ的な世論の中で「選挙政治的に  
も成功したい」という相反する欲求を持つブレア労働党政府にとって（Gambleand  
Kelly2000）、上で見たような「ヨーロッパ」言説の転換と政策アイディアの揺起は、  
イギリス市民社会へと向けたフレーミングという意図を持つものでもあった。   
しかし、「ブレアは重要な成功をもってヨーロッパの中にイギリスの箱を作って  
きたが、イギリスの中にヨーロッパの箱を作ることには失敗している」（Stephens，  
2001）という評価にも象徴されているように、イギリス国内へのフレーミングには成  
功していないとの評価が一般的である。先に述べた「ヨーロッパ憲法条約」に関して、  
ブレアはイギリスが批准するかどうかの国民投票を2006年に行うことを明言し、こ  
の国民投票で賛成多数を受けられるかどうかは、そのEU政策の成否を測る重要な試  
金石となるはずであった。しかし、2005年のフランスとオランダでの国民投票での  
否決を受けて、憲法条約自体が見直しを余儀なくされたため、イギリスの国民投票も  
行われずに終わった。   
幻となった国民投票へ向けての各種の世論調査でも、おしなべて「苦戦」という結  
果が出ていたが、注目すべきは、多くの有権者が態度を決めておらず、ミクロなレベ  
ルでのフレーミングが重要性を持つとされたことである。ホボルト／ライズボローは、  
世論・調査データを様々に分析した上で、賛成票を獲得するためには三つの戦略が必要  
となるとする。第一に、「政府への満足度」と「経済的期待」が、「賛成」への重安な  
説明変数となっているので、まず「経済的期待」を高めるような戦略を組むこと。第  
二に、「EUに対する知識量」と「EU加盟に賛成」には統計的に正の関係があるので、  
適切な情報を与えること。第三に、相対的にヨーロッパ志向の高い争点を目指して、  
イシュー・フレーミングすること。彼らによれば、人権問題や外交・防衛問題などの  
争点はヨーロッパ化が受容されている度合いが高いのに対して、治安や移民といった  
内政問題は受容されていない。前者のような争点をクローズ・アップするように、イ  
シュー・ フレーミングが進められるべきだとする（HoboltandRiseborough，2005）。  
また、ギル／アトキンソン／モルチモアも、MORIの世論調査データを用いて、有権  
者を「投票に行くかどうか」と「意見を変える余地があるか」によっていくつかの階  
層に分け、流動的な層をどのように「賛成」へと動員できるかを検討している（Gill，   
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AtkinsonandMoltimore，2004）。   
このように、「反ヨーロッパ」志向の高いイギリスにおいても、一定のフレーミン  
グ戦略の余地が提起されている。いずれにしろ、これまでブレア労働党政府によって、  
様々な公共政策的試みを通じて構成されてきた新たな「ヨーロッパ」言脱が 、市民社  
会を共鳴盤として構成しうるような「フレーム」となる余地はあると考えられる。  
4．結びにかえて   
以上のように、本稿では「構成主義の三層モデル」を提起しながら、構成主義的政  
治理論の可能性について検討してきた。経験Ⅰ甘研究への応用という観点からもー・叫－－－一・定の  
手がかりを得たが、今後の課題は多い。   
本稿で取り上げたテーマに焦点を1さiてて述べるならば、まずマクロな「ヨーロッパ」  
言説について、イギリス国内およびEしルベルでの変化を、社会構成ニト並の中に蓄積  
されている「言配分析」の手法にもよりながら（赤川，2001，78f）、政範文蛮や政策エリー  
トの言説、メディアの報道などを対象として、検討を進める必要があるだろう。第二に、  
イギリスおよびEUでの政治（交渉）過程を中心とした、公共政策レベルでのアイディ  
アの競合関係を、マクロな言説と関連付けながら解明するという課題を負う。この場  
合、マクロ・レベルとメゾ・レベルとの結節点となりうるのは、世論に訴えかける「言  
説」を生み出しつつ公共政策の形成にも紫がりうるような素材であり、例えば政党の  
プログラム文書の分析などが有力である（Jachstenfuchsetal．，1998，413－6）。，第三に、  
以上のような「言説」「アイディア」が、どのようにフレーミング戦略として構成され、  
また人々の認知変化をもたらしたかについて、世論調査や選挙データを川いながら実  
証的に検討する必要が生じる。   
これらの課題は、「構成主義の三層モデル」における方法的分業および融合の吋能  
性をも示唆している。①マクロ・レベルにおいては、ある言説や観念が「どのような」  
状態で構成されているのかについて、言説分析を通じて行われる。．②メゾ・レベルに  
おいては、あるアイディアに基づいた公共政策が、「どのように」形成されていった  
のかについて、政治過程についての事例研究や、変数をコントロールした1二での比較  
分析が要請される。最後に⑨ミクロ・レベルにおいては、「なぜ」フレーミングは成  
功／失敗したのかについて、統計的手法にもよりながら、その「要因」を特定し、一  
定の「因果関係」を解明することが目指される。各レベルでの経験的研究の方法的蓄  
積をも包摂しながら、それを三層モデルという形で統合することによって、「構成主  
義的政治理論」が方法的にも洗練されていく可能性も指摘しうるのである．。   
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注  
1例えば、国際政治学・国際関係論においては（Wendt，1999）、比較政治学においては（Green，  
2002）が挙げられる。  
2Ⅰノ、ツキングは、このような社会的構成の結果生み出された事象の例として、「統合失調症」  
や「児童虐待」などを挙げる。例えば「統合失調症」は、疾病の種類として何らかの本質を持  
つものではない。精神科医 ・患者・家族・厚生機関などが、観念としての「統合失調症」とい  
うカテゴリーを生み出した結果、様々な種類の障害を持つ人々が、「統合失調症」として集め  
られることとなった0ここに「統合失調症」は社会的に構成されるとなったのである（Hacking，  
1999，翻訳251－254）。社会学や心理学の領域において、この他にも様々な社会問題ヤアイデンティ  
ティが、社会的構成の結果として取り上げられることとなった。  
：i社会構成主義の構造主義的性格については、（Burち1995，翻訳234）。  
4 例えば「政治的シニシズム」がなぜ拡大するかといった、「政治学」テーマを扱う場合で  
も、そこで主眼が置かれるのはメデ（アによる「扱い方」「提示方法」である（Cappellaand  
Jamiesoll，1997）‖  
5 ヶッテルによれば、ブレア労働党政府がユーロ参加を日精すのは、マクロ経済的な安定牲  
を高め、企業や労働に生産性や姐争性へのいっそうの圧力を高めると同時に、歴史的に労働党  
政権を悩ませてきた「ポンドの価値低下」というリスクを回避することが可能になるなど、様々  
な経音剤的・政治的利益のためであるとされる（Kettell，2004）。，  
6 各種の調査によれば、「自分をヨーロッパ人と定義するかどうか」や「EU諸制度への信椒」、  
「EU統合は良いことか悪いことか」といった矧削こおいて、イギリスの結果は加盟諸国の中で  
もかなりの下位にランクされる（Geddes，2004）。  
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